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要　　約

本研究は、開発援助の世界で近年その重要性が高まりつつある Early Childhood Development

（以下、ECD）に着目し、当該分野における日本の支援のあり方に関する提言を行うことを目的

とする。その過程では、まず、途上国における ECD の普及の効果や意義、ならびにサハラ以南

アフリカ（以下、SSA）を中心とする途上国での ECD の現状と課題を整理し、その上で主な国

際援助機関による ECD 支援の動向や ECD の実施アプローチにも検討を加えている。なお、本

書では各章や節のまとめを図表化するように努めたので、適時参照されたい。

■ ECDとは

ECD とは何を意味するのか。それは、「受胎期もしくは出生から初等教育就学前までの乳幼児

の最善の全人的発達、すなわち身体的、知的、社会的、情緒的発達を包括的に促すために、乳

幼児やその保護者に対して行う教育、保健、衛生、栄養などの複数のセクターにわたるケアと

教育活動」を指している（図 2 － 1）。開発援助の長い歴史において ECD の政策的優先順位は決

して高くはなかったが、1990 年代半ばより世界銀行や UNICEF を中心に特に SSA における

ECD 支援が活発化している。

■ ECDの効果と意義

ECD の効果や意義を一言で表すとすれば、それは「ECD の普及が人間開発の推進につながる」

という点に集約されるだろう。本書では ECD の効果を ECD が乳幼児に与える直接的効果と長

期的効果という二つの観点からまとめている（図 2 － 2）。直接的効果としては、幼い子どもの

身体的、知的、社会的、情緒的な発達促進のほか、家庭や地域との連携強化、保護者の就労支

援や子どもの保護、子どもの権利保障などがあり、これらは最終的に「学校環境での学習に対

する素地」、いわゆる「就学の素地の涵養」という一つの大きな効果となって表象する。一方、

ECD の長期的効果としては、教育面では小・中・高校での留年や中途退学の減少、学習結果の

向上、就学年数の増加、教育に対する保護者の意識向上があり、健康・社会面では身体的精神

的に健全な発達、レジリエンスと呼ばれる人生におけるさまざまなリスクへの対抗力の高まり、

そして非行や犯罪への関与の減少が指摘される。さらに経済面では収入向上の効果もある。こ

のような直接的・長期的効果を子どもの発達段階別という観点からまとめ直したものが表 2 － 7

である。

ECD の普及が地域社会や国家などの社会に与える意義については、次の五つの観点からまと

めた。社会セクターの充実、効率の向上、公正の実現、経済成長の促進、そして子どもと女性

の権利保障である（図 2 － 4）。社会セクターの充実としては、ECD の普及が初等教育の完全普

及や社会関係資本の構築、さらには健康的な社会づくりにも寄与することに言及した。また、

ECD の普及は留年・中退の減少や健康増進を通して公共支出を抑制し、ECD 自体も子どもの発

達に多面的に働きかけることによって効果を倍増させ、社会的投資の効率を上げる。例えば、

アメリカ合衆国の研究事例によれば、ECD への 1 米ドルの投資は 7.16 倍の便益につながるとも
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言われる。さらに、ECD はインドやブラジルの研究事例で ECD がより貧しい者に対してより

高い効果を発することが指摘されているように、貧困削減や不平等是正への貢献を通して公正

の実現にも寄与する。労働者の質の向上や就労者数の増加という効果も上げて経済成長の促進

にも一役を担う。当然ながら、ECD の普及は子どもと女性の権利を保障することも意味する。

以上のような ECD の効果と意義は、最終的には社会全体として人間開発を促進するものと見な

される。なお、これらの効果と意義についてはアメリカ合衆国と途上国からの複数の事例を引

証し、プログラム別にその研究内容や評価結果も詳述した。

■ ECDの現状と課題

次に、途上国における貧困層乳幼児の生存、成長、発達に関する状況を、SSA を中心に、社

会レベルでの諸問題やそれらを原因として生起する家庭レベルでの具体的問題を通して概観し

た（図 3 － 1、表 3 － 1）。結果、子どもと保護者を取り巻く厳しい状況が見て取れ、そうした

現状を打破するためにも教育のみならず、保健、衛生、栄養などマルチセクターのアプローチ

を取る ECD サービスの高い必要性がうかがえた。しかしながら、SSA における ECD サービス

へのアクセスは現在、非常に限られたものであり（表 3 － 3）、所得階層上位の者や都市部居住

者にサービスが偏り、都市部貧困地区や農村部への拡大は進んでいない。その原因は、供給不

足の問題だけでなく、需要不足の問題も少なからず影響しており、ECD の効果や意義を十分に

理解した保護者が少ないこともまた事実である。一方、ECD サービスの質については、暗記中

心で一方的な教授法から遊びを含んだ子ども中心の学習活動への転換や、ECD 教諭や准教諭の

能力向上やそのための訓練機会提供の必要性が指摘されている。これらの点を検討した結果、

SSA における ECD の課題としては、農村部住民や貧困層を中心としたアクセスの拡大や需要の

喚起、サービスの質的改善、さらには小学校との連携強化や HIV/エイズなど特別なニーズをも

つ子どもの保護、統合的視点に基づく子どもに関する国家政策の策定が挙げられた（表 3 － 5）。

■ ECD支援の動向

このような状況に対して国際社会はどのように対応しているのだろうか。本書では、三つの

多国間援助機関（UNICEF、世界銀行、UNESCO）と四つの二国間援助機関（オランダ、アメ

リカ合衆国、カナダ、スウェーデン）、さらに二つの国際財団（ベルナルド・ファン・レール財

団とアガ・カーン財団）と二つの国際 NGO（セーブ・ザ・チルドレン USA とキリスト教児童

基金）を取り上げ、それぞれの ECD 支援の動向を探った。

まず、ECD 支援重視の傾向は特に多国間援助機関を中心に観察される。例えば、世界銀行は

SSA における ECD の融資額を 1990 － 1996 年累計で 800 万米ドルから 1997 － 2005 年累計で

1 億 2,500 万米ドルと約 15 倍にも急増させ、世界全体でも 1990 － 2003 年までに累計約 13 億

6,500 米ドルもの ECD 融資を行っている（表 4 － 7）。UNICEF も 2002 － 2005 年の中期戦略計

画で「統合的 ECD」を五つの優先課題の一つに取り上げた（表 4 － 5）。UNESCO も 1990 年の

「万人のための教育世界宣言（以下、EFA）」を通して ECD が基礎教育の一部という国際的認知

を広め、2000 年の「ダカール行動枠組み」の目標にも ECD の拡大と質的改善を掲げて、主に途



iii

上国の政策レベルの支援を行っている。これら三つの機関は、マルチセクター・アプローチの

採用、親や家族そしてコミュニティーの役割重視、既存の育児活動や慣習への文化的配慮、政

策レベルでの支援の必要性、関連諸機関とのパートナーシップ構築の重要性などの支援戦略に

おいて意見の一致が見られる。

一方、二国間援助機関は EFA との関連から ECD の重要性を認識してはいるものの、独自の

プログラムやプロジェクトを通して積極的に支援を行っている機関はまだないのが実情である。

これは ECD の軽視を意味するものではなく、EFA の枠組みに沿って支援の力点が初等教育に置

かれていることや、ECD が国際協力においては未知の領域であることも影響しているものと推

量される。

国際財団や NGO は、子どもに対する人道支援や権利保護、または貧困層を対象とする持続可

能な開発支援の一環として、コミュニティーをベースに活発かつ長期的な ECD 支援を展開して

いる。ここでも支援のアプローチとしては、親や家族、コミュニティーの役割重視、コミュニ

ティーによるプログラム管理の推進、マルチセクター・アプローチ、社会的文化的背景への配

慮などに共通点が見られる。

他方、日本の政府開発援助においては 1999 年の「政府開発援助に関する中期政策」や 2002

年の「成長のための基礎教育イニシアチブ」などにも自明のとおり、基礎教育分野への積極的

支援を表明している。しかしながら、現在のところ ECD 支援への実績は比較的少ない。そのよ

うな中でも、2001 年 12 月に JICA がセネガルで開始した「子どもの生活環境改善計画調査」は、

日本の ECD 支援の先鞭を付ける形で成功裏に実施されている点で刮目に値する（表 4 － 15）。

また、青年海外協力隊では 2003 年 9 月末時点で保育士 121 名が 22 ヵ国へ、幼稚園教諭 257 名

が 37 ヵ国へとかなりの派遣実績があり、草の根無償資金協力においても例年 ECD 関連の施設

建設支援が行われている。国内の NGO ／ NPO（シャンティ国際ボランティア会と幼い難民を

考える会）による支援では、途上国の特定地区に根を下ろし、長期的支援を行っているのが特

徴的である。

■ ECDの実践アプローチの分類

次に、途上国における ECD サービス提供の多様なアプローチを体系的に理解するため、本書

の随所に挙げられた ECD プログラムの成功事例の情報を基に、ECD の実践アプローチの類別

化を試みた。結果、大きくは施設ベースと在宅ベースの二種類、それをさらに細かく分けて、

計 13 のアプローチが見出された（表 5 － 1）。さらに、対象地域や集団のニーズに応じてより適

切な手法の選択が可能となるよう、これらのアプローチの長所・短所もまとめた。このように

ECD の実践アプローチには幅広い選択肢が存在している。しかしながら、SSA 諸国の現状に照

らせば、中央政府による ECD 支援の政治的意思はある場合でも、財源はなく、地方行政機関も

十分に機能していない場合が多い。そのため、そうした状況下において ECD のアクセス拡大を

図るには計画段階でどのような点に留意すべきかについて言及した。具体的には、誰がプログ

ラムの管理運営をするのか、誰を受益者とするのか、誰がマルチセクターの調整役を担うのか、

そしてどのようにプログラムを持続させるのかの各点である。ここでは、コミュニティーの役
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割の重要性、ニーズ調査の重要性、マルチセクター・アプローチにおける統合のレベルの適切

な選択、費用回復手段の多様化などが解決法のキーワードとして浮かび上がった。

■ ECD支援のあり方に関する提言

最後に、日本による ECD 支援のあり方に関して、基本的な支援の考え方、考えうる支援への

五つのアプローチ、そして JICA の援助スキームのなかでの支援の具体的戦略という三つの観点

から提言を行った。基本的な考え方としては、1）ECD 支援は初等教育の普遍化の課題達成前か

ら必要である、2）ECD が扱うのは教育セクターだけではない、3）ECD 支援では子ども、家族、

コミュニティーという三つの主体に同時に働きかける必要がある、とする三点を取り上げた。

五つの支援アプローチとしては、1）アクセス拡大のアプローチ、2）需要喚起のアプローチ、3）

質の改善のアプローチ、4）行政能力向上のアプローチ、5）政策支援のアプローチを挙げ、支

援の際の留意点として既存の ECD 支援のネットワークを利用した他の援助機関とのパートナー

シップの構築や特別なニーズをもつ子どもへの対応に配慮することなどを加えた。JICA による

具体的戦略としては、現行プロジェクトの内容再考と ECD 関連活動の追加、協力隊の戦略的派

遣、他の援助機関とのパートナーシップを通した支援、国内でのネットワーク作りによる経験

や知識の共有、そしてセネガルの事例のような独立した ECD 支援プロジェクトの実施について

触れた。

現在、国際社会に共通の開発目標となっている「国連ミレニアム開発目標」はその多くが途

上国貧困層の子どもや家族の生活改善に直接関わるものであり、今後は国際社会による ECD 支

援の増加を通して目標達成の加速化が望まれている。
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